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産物の購入は社会的最適水準になることを示している。さらに、Morita and Waldman (2010) は、












広い範囲のサーベイについては Waldman (2003) を参照せよ。
3	 要領のあるサーベイについては、Shapiro (1995) を参照せよ。
4	 Schmalensee (1974) では、フォアマーケットが独占の場合においてこのような状態を議論している。














　２期間消費可能な耐久消費財 Q の供給独占を考える。ここで、耐久消費財 Q は２種類のコ
ンポーネント、すなわち QL と QS、を組立（bundling）して生産されるものである。
　まず、企業は次のようなものを考える。
　耐久消費財 Q の独占的供給者はコンポーネント QL のみを生産し、他の企業からコンポーネ
ント QS を調達し、耐久消費財 Q を生産する場合を考える。さらに、これらのコンポーネント
の耐久性が異なる場合を取り上げ、議論の単純化のために、コンポーネント QL の耐久性がコ




下では、耐久消費財 Q の第２期目の消費においてコンポーネント QS が取引される市場をアフ
ターマーケットと呼び、耐久消費財Qが取引される市場をフォアマーケットと呼ぶことにする。
　生産される耐久消費財 Q の質 v は、期間を通じて低下するものとし、第１期目には v1 = 1 で
あり、第２期目には v2 = β (0 < β < 1) であるとする。説明の簡単化のため、それぞれのコンポー
ネント生産者は、限界費用一定の生産技術を用いてコンポーネントの生産を行うとする。具体







消費財 Q の消費によってのみ便益を得ることができるとし、コンポーネント QS のみの消費に
よって得られる便益はゼロであるとする。なお、第２期目にコンポーネント QS を取り替えて
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耐久消費財 Q の消費を行う際におけるコンポーネント QS の価格以外の取替に関わる費用や新
しい耐久消費財の購入による使用済みの耐久消費財の廃棄費用はともにゼロであるとする。
　耐久消費財 Q に対する消費者の評価は q (0 ≤ q ≤ 1) であるとし、消費者はすべてその評価に










の一つは、コンポーネント QL の生産者とコンポーネント QS の生産者がともに独占企業で、
かつ垂直的統合されているため、フォアマーケットとアフターマーケットがともに独占市場で
ある。もう一つは、コンポーネント QL の生産者（もしくは耐久消費財 Q の生産者）とコンポー










Q の生産における投入物として、また第２期においては、耐久消費財 Q の生産における投入
物としてだけではなく、アフターマーケットでの消費財として、それぞれ取引が行われる。
３．アフターマーケット独占下での耐久消費財取引：垂直的統合の場合
　本節では、耐久消費財 Q を生産する企業とコンポーネント QS を生産する企業が垂直的に統
合されており、垂直的統合企業 I として行動する場合を考える 6。
　耐久消費財 Q の価格が p であり、コンポーネント QS のアフターマーケット価格が pS であ
るとすると、耐久消費財 Q の第１期目のみの消費から得られる純便益がゼロとなる消費者は
6	 ここでは、垂直的統合企業が耐久消費財 Q とコンーポネント QS の価格についてコミットできるケース
のみを取り上げる。コミットできないケースについては、Kinokuni (1999) を参照せよ。
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　まず、第２期目における耐久消費財 Q の需要 D2(Q) とアフターマーケットでコンポーネン
ト QS の需要 D2(QS) を求める。
　アナウンスされる p, pS の下で、第２期目で新しく耐久消費財 Q を購入する消費者と、第１
期で購入した耐久消費財 Q を第２期にも消費するため、アフターマーケットでコンポーネン
ト QS を購入する消費者のインセンティブ制約はそれぞれ、次のようである。
　　q – p ≥ 0,    βq – pS ≥ 0










l m l m　	--------------------------------------------------- (1)
となる（複号同順）。また、第２期目で新しく耐久消費財 Q を購入し消費することによって得
られる純便益と、第１期で購入した耐久消費財Qを第２期にも消費するため、アフターマーケッ
トでコンポーネント QS を購入し、耐久消費財 Q を消費することによって得られる純便益が無
差別なケースにおける消費者の評価 q は、次のようなものである。
　　 0 .q p q p q p p1S
S





それゆえ、p, pS の下での、q', q" と q の比較は、
　　pS >–< βp      q" ≥ q' >–< q　	----------------------------------------------------------------------------------------------- (2)
となる（複号同順）。
　（１）と（２）の関係を用いると、第１期目において決定される耐久消費財 Q の需要 D1(Q)
の下での、第２期目における耐久消費財 Q の需要 D2(Q) とアフターマーケットでコンポーネ
ント QS の需要 D2(QS) は、それぞれ、次のようになる 8。










(pS > βp の場合 ) 














(pS > βp の場合 ) 
(pS ≤ βp の場合 ) 
　	------------------------------------------- (4)
7	 p, pS の下で、第１期のみの消費を考えて耐久消費財 Q の消費を行う消費者のインセンティブ制約と、
二つの期の消費を考えて耐久消費財の消費を行う消費者のインセンティブ制約はそれぞれ、次のようである。
	　　　　q – p ≥ 0,      (1+β)q – p –pS ≥ 0




　次に、p と pS の下で、第１期目における耐久消費財 Q の需要は、次のようである。
　　 ( ) ,maxD Q q q1 11 0= - -l" ,






l であるので、具体的に、p, pS の下で、第１期目の耐久消費財 Q
の需要は次のようになる。












(pS > βp の場合 ) 
(pS ≤ βp の場合 ) 
　	----------------------------------------------------------------- (5)
















(pS > βp の場合 ) 
(pS = βp の場合 ) 




　　i)	pS ≥ p の場合 10
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　　ii) pS < p の場合
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　まず、pS – βp > 0 の場合の独占企業の最適化問題の解は、次の１階条件を満たすものである。
　　 ( , ) 4 2( ) 2 0 ( . . )p p p c c s t p pI S L S S1 =- + + + = 2r b
9	 q', q0, q, q" の二つの消費者評価間の比較をすると、次のような関係が導かれる（複号同順）。
	 pS	>–<	βp 　　⇒　　 q' >–< q,    q" >–< q,    q
0 >–< q,    q
0 >–< q
10	 この場合には、q' = q0 である。
(pS > βp の場合 )
(pS ≤ βp の場合 )
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それゆえ、pS – βp > 0 の場合、pI0, pSI0 はそれぞれ、次のように求められる 11。
　　 (1 ) ( ).p c c p c c2
1
2
1 1I IL S S L S0 0= + + + +2 ba k　	-------------------------- (10)
　次に、pS – βp ≤ 0 の場合の最適化問題の解は、次の条件を満たすものである。
　
( , , ) ( )( ) ( ) ( )( )
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制約が拘束的である場合の最適解 pI, pIS およびラグランジュ乗数 λI は
　　 (1 ), (1 ), (1 )(1 )
(1 )

















となる。それゆえ、最適解は β, cS および cL の関係によって次のように異なるものとなる。
　i)	(1 – β) cS ≥ βcL の場合






L S= + + = + +b
l l 　	-------------------------------------------------- (11)
　ii)	(1 – β) cS < βcL の場合 12






S= + + = +b
m m 　	----------------------------------------------------------- (12)
　それゆえ、アナウンスされる価格 p と pS、そして β,cS および cL の値によって、垂直的統合
企業 I の最大化利潤は、次のように異なる。まず、pS – βp > 0 の場合は、(9) と (10) から、
　　 (1 )c c2
1I
L S
0 2= - -r 　	----------------------------------------------------------------------------------------- (13)
となる。次に、pS – βp ≤ 0 の場合は、(1 – β) cS ≥ βcL のケースでは、(9) と (11) から、(13) と同様に、
　　 (1 )c c2
1I
L S
2= - -r l 　	----------------------------------------------------------------------------------------- (14)
であり、(1 – β) cS ≥ βcL のケースでは、(9) と (12) から、
　　 1 (1 )(1 )
(1 )





















"2 , 　	- (15)
11	 この場合、pSI0 の下では、第２期目におけるコンポーネント QS の実質的消費需要はゼロとなる。





マーケット独占について、次の [ 定理１] が導かれる。
　[ 定理１]　アフターマーケット独占下での耐久消費財独占市場においては、耐久消費財 Q の
独占価格 pI* とコンポーネント QS のアフターマーケット価格 pIS は、pIS は、それぞれ、β,cS お
よび cL の値によって、次のように決定される。
　　 ( )p c c2
1 1*I L S= + + 、
　　
(1 ) ( . . (1 ) )
(1 ) ( . . (1 ) )
p c c s t c c














= + - 1
$ $b b b
b b b
*
　（証明）まず、pS – βp > 0 である場合と、pS – βp ≤ 0 であり、かつ (1 –β)cS ≥ βcL である場合
については、それぞれ、（13）と (14) 式から、πI0 = πI' となる。それゆえ、これらの場合の最適
解は ( ) (1 )p p p c c2
1*I I I
L S
0= = = + +l 、 ( )p c c2
1 1*SI L S$ + + となる。
　次に、pS – βp < 0 である場合と、pS – βp > 0 であり、かつ (1 –β)cS < βcL である場合においては、
（13）と（15）式から、















となる。それゆえ、この場合における最適解は (1 )p c c2
1*I







いては、耐久消費財 Q の価格は、β,cS および cL の値に関係なく、一意的に決定されるが、コ
ンポーネント QS のアフターマーケット価格については、コンポーネント QS の生産費に対して、
コンポーネント QL の生産費が相対的に高い場合、より低く決定されることを示すものである。
これは、独占企業の垂直的統合による市場の内部化の結果である。
　また、[ 定理１] からは、耐久消費財 Q の価格に対するアフターマーケットのコンポーネン
ト QS の相対価格について、直ちに、次の [ 定理１]′が導かれる。
　[ 定理１]′アフターマーケット独占下での耐久消費財独占市場においては、β,cS および cL の
値によって、耐久消費財 Q とアフターマーケットのコンポーネント QS の独占価格間には次の
関係が導かれる（複号同順）。









ここで、 (1 )p c c2
1*I
L S= + + 、 ( )p c c2






　[ 定理１]′は、耐久消費財 Q とアフターマーケットのコンポーネント QS との相対価格はコ
ンポーネント QS と QL の相対的生産費によって決定されることを示すものである。すなわち、
コンポーネント QS の生産費に対して、コンポーネント QL の生産費が相対的に高い（低い）
場合は、耐久消費財 Q に対するアフターマーケットのコンポーネント QS の相対価格は、第２
期目の耐久消費財 Q に対する消費者の評価 β を下回る（上回る）ことを示す。
４．アフターマーケット競争下での耐久消費財取引：垂直的分離の場合
　本節では、耐久消費財 Q を供給する独占企業とコンポーネント QS を供給する企業が垂直的
に分離されており、かつコンポーネント QS の取引される市場が競争的である場合について考
える。それゆえ、耐久消費財 Q を供給する独占企業 M は、競争的市場からコンポーネント QS
を投入物として調達し、消費者は競争的アフターマーケットからコンポーネント QS を消費財
として購入する。
　第１期の第１ステージでアナウンスされる耐久消費財 Q の価格 p と競争的市場で決定され
るコンポーネント QS の価格 pCS の関係によって、耐久消費財 Q を供給する独占企業の利潤は
異なる。(7) と (8) 式を用いると、p, pCS の下での耐久消費財 Q の独占企業 M の利潤は、次の
ようになる。ただし、コンポーネント QS の価格は pCS = cS である。
　　
( )( )
( )( ) ( )




















まず、pS – βp > 0 の場合の最適化問題の解は、次の１階条件を満たすものである。
　　 ( , ) 4 2( ) 2 0 ( . . )p p p c c s t p pIM S L S SC=- + + + = 2r b
それゆえ、pS – βp > 0 の場合、耐久消費財 Q の独占価格 pM0（とコンポーネント QS の競争価
格 pCS）は、次のように求められる 13。





0= + + = 　------------------------------------------------------- (17)
　次に、pS – βp ≤ 0 の場合の最適化問題の解は、次の１階条件を満たすものである。
　　 ( , ) 2 ( )( ) ( ) ( )L p
p c
p c c p c1 1 1
M S
L S S= - - +
-




13	 この場合、pCS の下では、第２期目におけるコンポーネント QS の実質的消費需要はゼロとなる。
(pCS > βp の場合 )
ただし、
(pCS ≤ βp の場合 )
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( , ) ( )( ) ( ) 2 ( )( ) 0
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L p p c c
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制約が拘束的である場合の最適解 pM とラグランジュ乗数 λM は
　　 , (1 )(1 )
(1 ) (2 ) (1 )
p c
c c2M S M S L
2= = - +




b b b b b6 @" ,
となる。それゆえ、最適解は β,cS および cL の関係によって次のように異なるものとなる。
　i)	(1 – β){(2 + β) cS – β (1 + β)} ≥ βcL の場合
　　 p cM S
b
=l 　	--------------------------------------------------------------------------------------------------------------- (18)
　ii) (1 – β){(2 + β) cS – β (1 + β)} < βcL の場合 14
　　 (1 )(1 ) (1 )p c c2
1M
L S+ - + + +b b b=m " ,　	------------------------------------------------------- (19)
　それゆえ、アナウンスされる価格 p と pCS、そして β,cS および cL の値によって、耐久消費財
Q の独占供給者の最大化利潤は、次のように異なる。まず、pCS – βp > 0 の場合は、（17）から、
　　 (1 )c c2
1M
L S
0 2= - -r 　	---------------------------------------------------------------------------------------- (20)
次に、pCS – βp ≤ 0 の場合は、(1 – β){(2 + β) cS – β (1 + β)} ≥ βcL のケースでは、
　　 ( ) (1 )c c c2M S S L2= - - -r b b b b
l " ,　	------------------------------------------------------------------ (21)
であり、(1 – β){(2 + β) cS – β (1 + β)} < βcL のケースでは、
　　 2(1 )(1 )














( ) ( )
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のケース以外は、常に、πM0 > πM′ となる。
14	 この場合は、λ* < 0 であるので、制約条件に拘束的ではないケースの最適解となる。
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　次に、（20）と（22）式との比較は、
　　 ( )( )
( ) ( )( ) ( )( ) ( )
0








- - - + - - + - - -
r r
b b





(1 – β) (1 + β) –cL –(1 – β)cS > 0 もしくは β(1 – β) (1 + β) –β(1 – β)cS > βcL のケースにおいては、






















　次に、(1 – β) (1 + β) –cL –(1 – β)cS = 0 もしくは β(1 – β) (1 + β) –β(1 – β)cS = βcL のケースにお
いては、常に、πM0 > πM″。
　そして、(1 – β) (1 + β) –cL –(1 – β)cS < 0 もしくは β(1 – β) (1 + β) –β(1 – β)cS < βcL のケースに
おいては、
　　(1 ) ( )( ) ( ) 0c c c c1 1 1 1L S L S M M2 0&- - - + - + - - -b b b b r rW W m" ,
である（複号同順）。それゆえ、このケースでの πM0 と πM″ の関係は、次のようになる。

















































、 H1 = β(1 – β) (1 + β) –β(1 – β)cS、
　　　　H2 = (1 – β){(2 + β) cS –β(1 + β)} である。






















　したがって、E1<H1<H2<E2 の関係と (27) を用いると、耐久消費財市場独占と競争的アフター
マーケットについて、次の [ 定理２] が導かれる。
　[ 定理２]　アフターマーケット独占下での耐久消費財独占市場においては、耐久消費財 Q の
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　（証明）まず、アフターマーケットは競争的市場であるので、常に、pMS = cS である。
　次に、(16)~(27) 式を利用すると、pM は次のように求められる。




































　　②　(1 – β){(2 + β) cS –β(1 + β)} < βcL の場合
　　　　
( ) ( )
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( )( ) ( ) ( )
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したがって、H1, H2, E1, E2 の間の関係、すなわち、E1<H1<H2<E2 と①と②を用いると、[ 定理
２] の結果が導かれる。　■
　[ 定理２] は、アフターマーケット競争下での耐久消費財独占市場においては、耐久消費財 Q
の価格については、コンポーネント Qs の生産費に対して、コンポーネント QL の生産費が相
対的に高い場合、より低く決定されるが、コンポーネント QS のアフターマーケット価格につ
いては、β,cS および cL の値に関係なく、一意的に決定されることを示すものである。
　また、[ 定理２] からは、耐久消費財 Q の価格に対するアフターマーケットのコンポーネン
ト QS の相対価格について、直ちに、次の [ 定理１]′が導かれる。
　[ 定理２]′アフターマーケット独占下での耐久消費財独占市場においては、β,cS および cL の
































b b b# - 	である。
　（証明）省略　■
　[ 定理２]′は、耐久消費財 Q の価格とコンポーネント QS のアフターマーケット価格との相
対価格は、QL の相対的生産費によって決定されることを示すものである。すなわち、コンポー
ネント QS の生産費に対して、コンポーネント QL の生産費が相対的に高い（低い）場合は、
耐久消費財 Q に対するアフターマーケットのコンポーネント QS の相対価格は、第２期目の耐
久消費財 Q に対する消費者の評価 β を下回る（上回る）ことを示す。
　アフターマーケット競争の導入が耐久消費財独占市場に及ぼす影響は、以上で導いた [ 定理
１] と [ 定理２] の結果から、直ちに、導かれる。まず、コンポーネント QS のアフターマーケッ
ト価格は、アフターマーケット競争によって、β,cS および cL の値に関係なく、限界費用に低
下する。次に、耐久消費財 Q のフォアマーケット価格については、β,cS および cL の値によっ
て、その変化は異なる。すなわち、コンポーネント QS の生産費に対して、コンポーネント QL
の生産費が相対的に十分に高いケース（E2 < βcL のケース）においては、アフターマーケット
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